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高等教育の構造変動

天野 郁夫

1． 構造変動 とメ ガ トレ ン ド

　1990年代， 日本の 大学 ・ 高等教育は大 きな構造変動を経験 して きた 。 変動は 今 も終

わ っ て い ない
。

い や，始 ま っ たばか りと 見るべ きだ ろ う．それは 12世紀以来の 歴史を

持つ 大学が ，そ の 長い 歴 史の なかで 経験 して きた数 世紀 に
一度の 大 きな ，世 界史的な

変動の
一

部で あり ， 終着点は まだ見え て い ない
。

　構造変動の 基底に 働い て い るの は，（1）マ ス 化 Cmassification），｛2）市場化 （mar −

ketisation），｛3）グ ロ
ーバ ル化 （globarizati 〔〕n ） の ， 3 っ の メガ トレン ドで あ る 。 こ

の 3 っ の メガ トレ ン ドは，ア メ IJ カを 発生源 として 伝播 ・波 及 し，大学 ・高等教育の

世界的な構造変動 もた らして きた 、 その 結果 と して それ は具体的に は な に よ りも，ア

メ リカ化 （Americanization ）と して 現象 し，意 識され て い る．

il　1） マ ス 化

　高等教育の マ ス化 に つ い て は，改めて 言 うまで もな い だ ろ う，，ア メ リカに 始ま っ た

量的拡大の 波は 1960年代に 日 本に 及び，カ ナ ダ，オー
ス トラ リア ，韓国な どを巻 き込

み，80年代以 降は ヨ ー ロ ッ パ 諸国で進行 し，今は さらに中国等の 新興国に広が りつ つ

あ る 。 日本の 場合，了0年代の 中頃 に は 18歳人口 比で 見た 高等教育進学率が 37−　8 ％に

達 し，マ
ーチ ン ・トロ ウ （1976）の 想定 した エ リー トか らマ ス へ の 段階移行 の指標で

あ る15％を，大幅に越えた 。 その 後，高等教育計画の 策定に伴 う抑制策によ る停滞期

を経て ，90年代に 入ると進学率は 再び上昇に 転 じ，期末の 99年に は 49．1％ と， マ スか

国立学校財務セ ン ター
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らユ ニ バ ーサ ル へ の 段階移行の 指標とされ る50％に もう
一

歩とい うとこ ろに きて い

る。 い や，20％に近 い 専修学校へ の 進学率を加えれば， 日本 はすで に ユ ニ バ ーサ ル段

階へ の 敷居を も大 き く越えて い る こ とに な る 。

　量 的拡大 に よ る段階移行が，学生の 意識か らカ リキ ュ ラ ム ，大学の 内部組織 さ ら

に は高等教育制度 や社会の 他の 諸制度 との 接点 まで ，大学 ・高等教育 シ ス テ ム に どの

よ うな質的 ・構造 的な変化を もた らすかに つ い て は， トロ ウ に よ る定式化の 試みが あ

る 。 そ れに よれば変化は まず学生の 価値意識 に 始まり，進学準備教育 と入学者選抜制

度 に及 んで い く。 シ ス テ ム の 「他の 構成要素はそれに比 べ て 変化の 速度が遅 く，時に

は変化に 抵抗する 。 それ は量的拡大の 決定，高等教育の 定義 ， 選抜の 基準な どが主 と

して 大学外部の 諸力に よ っ て 支配 されるの に対 して ， カ リキ ュ ラ ム，管理 運営の 形

態，教師の キ ャ リア ，教授方法，学問的 「水準」 などが ，すべ て 大学外の 諸力よ り も

大学内部の それ によ っ て ，大 きく規定 されるためで ある 。 そ して こ うした内部的な変

化の 過 程は，よかれ悪 しか れ，きわ めて 保守的な動 きを示す とい っ て よ い 。 そ う した

保守性の 根底に ある もの は，
一

っ には大学の管理運営の 方式で あ り，また
一

っ に は 大

学教授 自身の 特性 と指向性に他な らな い 」。 （1976， 84−91頁）

　 1960年代以 降の 日本の 経験は， トロ ウ の こ うした定式化の 妥当性を証明する もの で

あ っ た とい っ て よい 。 60年代 末の 大学紛争の 嵐 は，高等教育進学率の 急上昇が もた ら

した，学生 た ちの （特権か ら権利へ とい う）進学意識の 変化な しには考え る こ とがで

きない
。 また ， それ と深 く関わ っ た高校進学の ユ ニ バ ーサ ル 化は，普通科進学者の 比

率を押 し上 げて 進学準備教育の 大衆化を もた らし，入学者選抜制度の 改革を避けが た

い もの に した 。 受験競争が過 熱化す る一
方で ，共通

一
次試験制度 の 導入や推薦 入学制

の 推進が始ま っ たの は ， 70年代の こ とで ある。 1971年の 中央教育審議会の 答申 （「四

六答 申」）が強調 した よ うに （教育事情研究会　 1992），大学 ・高等教育 シ ス テ ム は エ

リー トか らマ ス へ の 段階移行に伴 う，構造的な変革の 必要に 迫 られて い た の で ある 。

しか し 「大学内部の 諸力」 の 抵抗は強く，変革の 課題 は後送 りされた まま，90年代を

迎え る こ とに な っ た 。

　 そ の 1990年代が 再び急 激 な進学率の 上 昇期 で あ っ た こ とは，すで に 見 た通 りで あ

る 。 日本の 高等教育はマ ス 段階の 課題を解決し得ない まま，ユ ニ バ ーサル段階へ の 移

行 期を迎えた の で ある 。 大学審議会の 91年答申 「大 学教育の 改 善に っ いて 」 を直接 的

な契機 とする，本格的な大学の 内部的な構造変化の 開始は，変革を求め る 「大学外の

諸力」 の 圧力が 臨界点を越え た こ とを示唆 して い る。
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｛2［ 市場化

　大学 ・高等教育 は，その 発祥の 地で あ るヨ ーロ ッ パ を 含めて 多 くの 国で ，基 本的に

国家の 責任に よ り設 置 され運営 されて きた 。 私立大学の 設置か ら始まり，後に 州立大

学が 加わ っ た ア メ リカの 高等教育 シ ス テ ム は，その 最初の 例外で あ り， 日本 もまた ，

国公立セ クターとともに，大 きな私立セ クターを持つ こ とで 知 られて い る。 同様に ，

私立セ ク タ
ー

の 大 きい 韓国 や 台湾，それ に
一
民 弁 大学 1 の 設置 の 進む 中国， フ ィ リ ピ

ン などを加 え る と，高等教育の マ ス 化の 東ア ジア ，ない し太平洋モ デル とで もい うべ

きもの を，想定す るこ とが で きるか もしれない 〔天野　2002）。

　学生や資金の 獲得を 含めて ，経営の 自己努力を求め られ る私立 大学は ， 少な くと も

相互 に ，また 国公立大学 に 対 して も競争的に な らざるを得ない 。 20世紀の は じめ，ア

メ リカ を訪れ た マ ッ クス ・ウ エ
ーバ ーが 見たの は，国家に庇護 された ドイツ の 大学 と

は ま っ た く異 な る、 1企 業体 1 的 な性 格 の 強 い ア メ リカの 私立大学 の 姿 で あ っ た

（ウ ェ
ーバ ー　 1979，天野　2000）、、 競争は，高等教育の 総体的な量的拡大 とと もに ，

私立セ クター内部に とどま らず，国公立セ クターを も巻 き込ん で い く。 私立優位で は

じま っ たア メ リカ の高等教育 シ ス テ ム の もとで ，後発 した州立大学を含めて ，大学は

学生 ・教員 ・資金な どの 資源 の 配分 ・ 獲得をめ ぐ っ て 互い に競争 し，甲 くか ら
一
市場

化」 を経験 し， 量 的拡大 とと もに それを加速 化 して きた 。

　 これに対 して 国家の 庇護i・統制下 におかれ た国立の 優位，裏返せ ば私学劣位の 日本

で は ，競争，ひ い て は市場 化 は長い 間，学生の 配分 ・獲得 （受験競争） に局 限化 され

て きた 。 しか し，その 日本で も，私立セ クターを主要 な担い r・に マ ス化が進展す る と

ともに ，国公立 セ ク タ
ー

に っ い て も市場化を求め る強い 圧 力が及 びは じめた ， 巨大化

す る私立 セ ク ターの 圧 力に よ っ て 促進 され た 目本 の 高等教育の 市場化は ，「私学化」

（privatization ） として進行 して きた とい っ て もよい 。

　市場化 は，入学 者の 選抜 シ ス テ ム か ら始ま っ た 。 70年代以降，私立大学 との 学生獲

得競争が 激化するな か で 国公立 大学が， 5教科 7科 目の 入学試験科 凵の 削減，多様化

に 名を借りた学力試験以 外の選抜方法の 導入な ど，入学者選抜の 「私学化」 を進めて

きた こ とは，周知 の 通 りで あ る 。 政策的 に低 く押 さえ られて きた授業 料 や 入学 金 も，

［受益者負担 」 の 名の もとに，年 々 大幅に 引き上 げられ，私立 大学の それの 3 分の 2

程度まで ，近 づ い た 。 また ，国立学校特別会計制度に 守 られて きた国立 大学の 財政に

っ い て も，外部資金 の 獲得努 力が もとめ られ ， 競争的 ・重点的配分額の 増額が はか ら

れてい る 。

　 そ れだ けで な く， go年代末に は国立大学の 独立行政法人化 と特別会計 制度 の 廃止，
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さらに は民営化 まで議論され るよ うにな っ た 。 行政機構の
一部で あ っ た国立大学は法

人格の 付与 と引き替えに ，学生 だ けで な く，資金 を は じめ とする他の諸 資源に っ いて

も，獲得の た めの 自立的な経営努力を求め られ っ っ ある 。

　こ う した 市場化の 波は，私学 セ クターを持 っ 国 々 だけで な く， ヨ
ー

ロ ッ パ 諸国に も

ひ ろが っ て い る。 国立大学の 法人化，外部資金 の 導入，公的資金の 競争的配分な ど

が， こ れ らの 国々 で も進行 し，ま だ少数で は あ るが 私立大学の 設置 も始 ま っ た 。 ウ

エ ーバ ーが 20世紀 初頭 の ア メ リカで 見 た大学の 企 業化が， ヨ
ー

ロ ッ パ に も及びは じめ

たの で あ る。

〔3） グ ロ
ーバ ル化

　12世紀の生成以 来，大学は基本的に コ ス モ ポ リタ ンな世界で あ り続けて きた 。 その

コ ス モ ポ リタ ニ ズ ム は 当初， ヨ
ー

ロ ッ パ 世 界に 限定 されて い た 。 そ れ を可能 に した の

は，知識 ・学問の 普遍的性格 と同時に ，あ るい はそれ以上 に， ラテ ン語 とい う大学に

お ける使用言語の 共通性で あ る 。 しか し，大学の 設置が新大陸か らイ ン ドや 日本な ど

の ア ジア 諸国， さらに は中近東や ア フ リカの 諸国へ とひ ろが るなかで ， 使用言語 の共

通性は失われ，知識 ・学問，特 に 自然科学的なそれ の普遍 的性格が ，そ れに 代わる コ

ス モ ポ リタニ ズム の 支え とな っ て きた 。

　ジ ョ セ ブ ・ベ ン ・デ ビ ッ ド （1971） は，学問の 中心 （eenter 　of 　learning） の 時

代に よ る移動説を唱え て い るが ，それ に よれ ば，最先端の 知識 ・学問を求め る研究者

や 学生は ， そ の 「中心 」 とな る国の 大学をめ ざ して 移動す る 。 それ だけで な く彼 らは

帰国後， 自分の 学ん だ大学を理想化 し，モ デ ル 視 して （劣位に ある） 自国の 大学の 革

新を構想する傾向が強い 。 イ タ リー ・イギ リス ・フ ラ ン ス ・ドイツ と移動 して きた，

その 「中心」 が 今 ， ア メ リカにあるこ とは言 うまで もない だろ う。

　英語が ，か っ て の ラ テ ン語 に 代わ っ て 世界語化 しっ っ あ る こ と とも関わ っ て ，各国

か ら優れた研究者や学生を集め るア メ リカは，大学の 世界に お ける新 しい コ ス モ ポ リ

タニ ズム の 担 い 手と して、中心 的な位置を 占めて い る 。 そ れだ けで な く，か っ て ドイ

ツ が そ うで あ っ たよ うに，ア メ リカ は ， めざすべ き最先端の 大学 ・高等 教育モ デル を

提供する役割を も果た して い る 。 世界的な大学改革の 動きが ，なに よ りも 「ア メ リカ

化」 の 形で展開されて い るの は，その ためである 。

　その ア メ リカ は ， 事実上 唯
一の 超大国 と して ， 情報化とそれ に支え られた経済 や文

化の グロ
ーバ ル化に も，中心的な役割を果た して い る 。 交通手段と情報メデ ィ ア の め

ざま しい 発展 は，知識や情報，さ らに は人 の 交流の 時間と距離の 著 しい 短縮を可能に
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した 。 今で は大学 も，研究 者や 学生 も，ア メ リカを中心 に グ ロ
ーバ ル 化 した，知的な

交流の ネ ッ トワ ーク に組み 込 まれ るの を ， 避 ける こ とがで きな い
。 各国の 大学 は， グ

ロ ーバ ル 化 した研究者や留学生の 市場の
一

部で あ るだ けで な く、ア メ リカ の 大学の 教

室で行われる授業 に，国境を越え大学の 壁を越えて リア ル ・タイム で 参加す るこ とま

で 可能に な っ てい る 。 さ らに，それぞれの大学の 提供する教育課程 自体，たとえば工

学や経営 学 など，一部 の 専 門職業教 育の 領域 で は，否応 な くグ ロ ーバ ル ・ス タ ン ダー

ドに 準拠する こ と を、求め られ つ つ あ る 。
「ア メ リカ 化」 と して の グ ロ

ーバ ル 化は ，

まさに
一
全地球」 的な広が りを見せ は じめて い る とい っ て よ い だろ う 。

　日本の 大学 ・高等教育が ，特に 第 2 次大戦後，ア メ リカ の そ れ の 強い 影響 ドに 置か

れて きた こ とは ，改め て 言 うまで もない 。 占領期に 1
．
強制 され た一ア メ リカ化に 対す

る揺 り戻 しの 後， 1970年代以 降は 「国際化」 （internationalization）が ， 日本の 大

学に とっ て 最重要課題の
一

っ とされ，留学生の 受入数の 増加や 外国人教員の 任用制の

改善，外国語，特 に実用英語の 教育の 充実な どが はか られて きた 。 そ の 「岡際化」 に

代わ っ て ，「グロ
ーバ ル化 1 が い われ ，再 びア メ リカ ・モ デ ル の 改革，

一
第 2 波の ア メ

リカ ナ イ ゼ ーシ ョ ン 」 が， しか も今回 は 自発的 ・主体的 に進 め られ るよ うに な っ た こ

とは， こ の 四半世紀の 間に起 こ っ た， 日本の 大学 を取 り巻 く状況 の 大きな変化を示唆

して い る 。

2．　 日本的変動要因

　こ う した メガ トレ ン ドの なか に おかれ た 日本の 高等教育が，90年代に 経験 した構造

変化を考え るため に は，さ らに 日本に特徴的な（0人口 変動，具体的に は 18歳人卩 の 減

少 と，〔2：経 済変動，すな わ ち バ ブ ル の 崩壊 と構造 的な経済不況 ，そ れ と不 可 分に 関

わ っ た（3政 策変動，貝体的に は規制緩和 ・構造改革政策の 展開 とい う， 3 つ の 要因群

を あげて おか な けれ ばな らない
。

｛1） 人 口変動

　高等教育へ の 進学該 当年齢で あ る 18歳の 人凵が． 1980年代を 160万人前後で 推移 し

た後、急増 して 92年に は 205万人 とピー クに達 し，その 後 は 2000年代 末の 120h
’
人台ま

で ，長期的な 減少の局 面を迎え る こ とは 早 くか ら予測 され て い た 。 人口 の 急増局面に

進学競争の 激 化が社会問題化 す る こ とをおそれ た文部省は，80年代の 中頃 ， それ まで

とり続けて きた高等教育の 規模拡大抑制策を放棄し，36％ 前後で推移 して い た進学率

を維持す るに 必要な 範囲内で ，量 的拡大を容認 す る方向に 転 じた 。 た だ し， 92年の
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ピー クの 後に 長期的な人 口減少期の 到来が予測 され るこ とか ら，入学定員増の 2 分の

1 は臨時増 と し，第 2次ベ ビーブ ーム の 波の 通過後は ， その 返 上 ・解消を求める とい

うの が ， 文部省の 構想で あ っ た 。

　 しか し，私立セ ク ター中心の 高等教育 シス テ ム は ， 文部省の 政策的意図とは異な る

動 きを示 した 。 すなわ ち，私学の 臨時定員増 （それは学生数の 増に対応 した教室や教

員の 増を必要と しな い とい う点で ，合法的な 「水増 し入学」 を意味 した）は ， 文部省

の 予想をは るか に上回 る規模に達 して，進学率の lt昇を もた らした 。 そ れだけで な く

人 口増が ピー クをす ぎたあ とも， 私学側の 強い 抵抗にあ っ て ， 文部省は 臨時定員増分

の 2 分の 1を正規の 定員化する こ とを，認めざ るを得な くな っ た 。 それ は文部省が，

70年代半ばか ら堅持 して きた量的規模の 抑制策を事実上，放棄 した こ とを意 味す るも

の で あり ， ユ8歳人口 が減少局面 に入る とともに ， 進 学率は急激 に上昇 して い っ た 。 言

い換えれば， 日本の 高等教育の ユ ニ バ ーサ ル段階へ の 急速な突入は，意図された 政策

的選 択の 結果 で は，必 ず しもなか っ たの で あ る （天野 　 1995）。

　こ の 抑制策放棄と進学率の 急上昇に っ い て 重要なの は，に もかかわ らず，大学 ・短

大が 92年に8ユ万人 と ピー クに達 した 入学者数を，そ の後，維持で きず，99年に は 76万

人 に まで 減少 を見た とい う点で ある 。 1970年代後半 ， 幼稚園か ら始 まっ た人口変動に

伴 う入学者数 の 減 少は，っ い に高等 教育段 階に 及 び，明治以 来続い て きた我が 国の 学

校教育の 「右肩上が り 1 の 成長の 時代は，完全に終わ っ た 。

　 この 事実が高 等教育 は言 うまで もな く，学校教育 シ ス テ ム 全体に及ほ しっ つ ある衝

撃に は， きわ めて 大 きな もの が あ る 。

一
世紀余に わ た っ て 続 い て きた 「量的拡大」 対

応の 諸政策か ら，「量的縮小 ． 対応の それ へ の 転換を い か に図 るか。大学や学校 に 染

み っ い た成長体質を ，
い か に して 変えて い くの か 。 90年代の 末に はすで に，半数に近

い 私立短大 と一部の 私立大学が ，定員割れ 状態に 陥 っ た こ とが知 られ て い るが，公立

中心 の 初等 ・中等教育と異な り，私立が多数を 占め る高等教育の場合， シ ステム を構

成す る大学
・短大間の ， 生 き残 りをか けた競争の 進展は避ける こ とが で きない

。 それ

は国公立の 場合も例外で はない 。
「計画の 時代」 に代わ っ て，「市場の 時代」 が や っ て

きたの で ある （天野 　1999）。

［2） 経済変動

　90年代初めの バ ブル経済の 崩壊は，情報化 とグ ロ
ーバ ル化の進展が もた らした，世

界 的な経済の 構造変化 へ の 要請に ， 日本の 対応が著しく立ち遅れ て い るこ とを，露呈

させ る もの で あ っ た 。 自信を喪失 した経 済界 は，対応手段 と して 教育 ・研究の 重要性
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高等教育の 構造 変動

を再認識 し，教育改革に強い 関心を寄せ るよ うに な っ た。 90年代に 入 る頃か ら経済団

体連合会，経済同友会， 日本商工会議所などの 経済団体が ，競 っ て教育改革構想 を発

表 し始 め た こ とは ， こ の こ とを端的に 示 して い る 。

　教育に つ い て い えば，そ れは 日本の 高度成長を支 えて きた最 重要の 要因と して 国際

的に も認 知 された （た とえば， ヴ ォ
ーゲ ル　1978），勤 勉で 集団 の 規範に従順な，組

織へ の 忠誠心の 強い ，「集団ギ義的一1 と特徴づ け られ る労働力の 養成の 要である学校

教育 の ，全面 的 な 見直 しを求め る もの で あ っ た 。 こ れ ら団 体の 報告書に 示さ れた 学校

教育の 改革構想を読む と， 自立性，創造性，独創性 な どの 言葉が ち りばめ られ て お

り ， 人材養成の 基 本理 念の 転換を求め て い る こ とがわか る 。 情報化 ・グ ロ
ーバ ル化の

時代へ の 対応能 力を持 っ た，新 しい 人材育成へ の 要請は ， 先端科学技術競争の 激 化 と

相ま っ て 大学に も強 く向け られ，国際的に 通用する高度の 教養と専門職 業能力を 身に

っ けた，自立的で 積極性，創造性に 富ん だ 冒険を おそ れな い 人材の 育成が，大学に 期

待 されて い る。

　大学には さらに ， 研究の 面で も大きな期待が寄せ られ始めた ＝ そ れ まで ， 大学 にお

け る基礎 ・ 開発研究を軽視 し，も っ ぱ ら海外か らの パ テ ン ト購入や ，冖社の 研究所で

の 実用的 ・応用的研 究に 資金を投入 して きた企業が，グ ロ
ーバ ル化する経済競争の な

かで ，改めて 大学に お ける基礎研究の 重要性 に 目を 向け るよ うに な っ た 。 長 い 間， タ

ブ ー視されて きた産学共同，あるい は 産官学共同 も公然 と語 られ るよ うに な り，大学

の 研究 ・ 教育面で の 開放と交流を求める圧力が，著 しく強ま っ た。

　経済変動か ら牛 まれ た， こ う した教 育 ・研究の 改革要求の 多 くは 、 70年代の 末頃か

ら，内部に様 々 な危機的な問題を抱え込 み始め た、教育 シ ス テ ム 自体の 改革要求と も

重な り合 うもの で あ り，改革の 重 要な促進 要因 と して 作用す る こ とに な っ た、．と くに

新 しい 人材育成の た めの 教育改革 と，激化す る国際的な競争 に 伍 して 行 くの に 必要な

研究活動の 活性化の 必要性に っ い て ， 経済界と大学 との 間で 、認識 と期待が基 本的に

合致す るとい う，これ まで に な い状況 が生 じて い る。

（3〕 政策変動

　1980年代半ば， レ
ーガ ン ・ サ ッ チ ャ

ー流の新保守主義の 影響を強く受けた， 自民党

中曽根政権か ら始ま る規制緩和 ・構造改革路線は ， 経済だ けで な く，教育 の 世 界に も

大きな影響を 及ぼす もの で あ っ た 。 その 背景に は先に 見た とお り，停滞する経済の 復

興 ・再生 に と っ て ，学校教育や大学の構造変革に よる教育
・
研究 の 活性化が不 可欠で

あり，その ために は t 学校や大学に 対する文部省の 厳 しい 管理統制を緩和 ， ない し廃
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止する必要が あるとい う認識の ，財界や政界にお ける広が りが あ っ た 。

　 こ うした認 識 と期待を受 けて 1984年 ， 中曽根内閣に よ っ て設置され ，87年 まで 活発

な改革論議を くりひ ろ げた内閣直属の 臨時教育会議は ，そ の 後の 教育改革の 展開に先

導的な役割を果た した 。 大学審議会 （1987−98年） 自体，そ の 臨教審の 答申に基づ い

て 設置され た もの で あ り，90年代の 大学 ・高等教育改革は， もっ ぱらこ の 新設の 専 門

審議会の 答申を受けて 進め られ る こ とに な っ た c 臨教審の 打ち出した 改革構想の キ
ー

ワ ー ドは，「自由化 ・個性化 ・多様化」 で ある 。 この キ ーワ ー ドの もと，それ まで入

学者選 抜制度の 改革を 中心 に，部分的に進 め られ て きた規制緩和は，90年代に 入 ると

設置基準の 大幅な改訂の 形で ，大学や高等教育の 基本的な部分に 及び は じめ た
。

　校地 ・校舎面積か ら教員 ・学生比率，さ らにはカ リキ ュ ラム まで ， 日本の 大学の 基

本的な 組織構造を規定 して きた の は，な に よ りも文部省の 定め る設置基準で あ る 。 そ

れ は，大学の 個性化 ・ 多様化を阻み，自由な競争を妨げる もの として ，7e年代以 降

と くに規制緩和論者の 厳 しい 批判を浴 びて きた 。 大学審答申に基づ くその 設置基準

の ，カ リキ ュ ラム編成の 自由化を中心 に した大幅な改訂 は，大学改革の 本格化に ，お

そ ら くは大学審自身の 予想をはるか に上回る ， 大きな役割を果 た した 。

　た とえ ば ， その 結果 と して 国立大学で は，教養部と一般教育課程の 解体，学部段階

の 教育の 再編が進み ， 大学全体の 改革機運が一
挙に 高ま っ た 。 私立大学の 場合に は，

伝統的な学部名称や カ リキ ュ ラ ム を離れ て ， 新奇な名称 とカ リキ ュ ラ ム を持つ
， 新学

部 を設置す る大学が 急増 した。また大 学院に つ い て も，い わ ゆ る社会 人の 入学
・就 学

を容易にす る新 しい タイプの ， あるい は これまで に な い専門領域の ， 職業人養成を目

的 とした 「専門大学院」 の 新設が始 ま っ た 。 設置基準の 大綱化 は ， 高等教育の 多様化

・個性化に期待以上 の役割を果た しっ っ あ る とい っ て よいだ ろ う。

　大学 ・高等教育の 世界に お ける規制緩和に っ いて は さ らに ， 経済の 領域で の それが

もた らした 「外圧」 を無視す る こ とがで きな い 。 経済の 領域で の
一
連 の 規制緩和政策

が ，競争重視の 市場原理 の貫徹に よ る経済活動の 活性化、構造変革を ね らい とする も

の であ っ た こ とは，改め て言 うまで もない だろ う。 そ して それは活性化 ， 構造変革の

手段 と して の 教育研 究の重要性に っ いて ， 認識が 深 まる と と もに ， 教育研究の世 界に

も競争原理 ・市場原理 を導入すべ きだ とい う意見の 高まりを もた らした 。 設置基準の

大綱化は もちろん ，研究資金の 競争的配分の 強化 ， 教員の任期制の導入 ， 国立大学の

法 人化案の 浮上 な どは、い ずれ もそ う した ［外圧 」 の 高ま りと深 く関わ っ て い る 。

　 これまで ま っ た く別の組織原理に 基づ くもの とされ て きた大学 と企業を同
一

視 ， な

い し同型化 し， 競争原理 を持 ち込 ん で 活性化する こ とに よ り ， 経済の 活性化 に役立 て
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よ うとい う考え方が ， 規制緩和や行財政改革の 理論的担い 手で ある 自由主義経済学者

達を 中心 に，強 く打 ち出され，政権 ・政策担 当者の 支持を得 る状 況が生 まれた の で あ

る ．

3．　 シ ス テ 厶 の構造変動

　こ うした人［ ・経済 ・政策変動 と， 3 っ の メガ トレン ドとい う
一
外圧」 に ゆ さぶ ら

れ．突 き動 か され る形で 進行 し始 め た構造 変革 に つ い て ，戦 後 日本の 大学
・
高等 教育

の歴 史に若干で も知識を もっ もの な ら，そ の 基本的な部分が 1970年前後の 時期に すで

に．重要な政策課題 として 提起 され て い た こ とに気づ くはずで ある 。 すで に マ ス段階

に あ っ た ア メ リカの 高等教育 シ ス テ ム をモ デ ル に， 占領下に 強行され た
一
第 1次の ア

メ リカナ イゼ ーシ ョ ン 1 の ．事実上 の 挫折か ら20年近 くを経て ，よ うや く本格的な マ

ス化を経験 し始め た 日本の 高等教育は、 70年前後の 時期に大 きな転換点 を迎え よ うと

して い た 。 そ れ は 当時，大学を吹き荒れ て い た
一
学生反乱」 の 嵐は 言うまで もな く，

先に あげ た 「四 六 答申 1 （1971） と して 知 られ る中教審答申を 中心 と した一連 の 大学

改革構想 （横浜 国立大学現 代教育研究所　 1973） や， OECD の 日本教育調査団 に よ

る報告書 『H本の 教育政策』 （1971） などを見れば，明 らか で あ る 。

　た とえば OECD の 報告書 は， こ の 時期 の 高等教育改革案を レ ビ ュ
ー し，「日本が理

想 と して 求め て い る高等教育の 制度」 構築 へ の 課題 と して ，次の 6 点を あ げ て い る

（55−56頁）、一  実用 的，職業的な高等教育を求め る社会の 要請の 充足，  新 しい 知識

の 発 見と，その
一

層 の 発展の 助長，   生盾水準の 向 ヒと欲求の拡大 と と もに 増大す

る，大学教育へ の 需要の 充足，  多様性 と画 性 と い う人間形 成 Eの ， 2 っ の 目標の

調 和 と多彩な能力の 最 大限の 発達，  社会に 対する独立の ，主 体性を もっ た 「批判」

の 府として の 確立，  社会的 ・ 文化的 ・ 経済的な営みに 対す る効果的な反応 と参画、

　 こ うした課題に 対 して ，調査団が 見い だ したの は 「急速 な成長に もか かわ らず今世

紀の 間ほ とん ど変化 して い ない 」，
一
口本に現れ つ つ あ る高度技術社会の 要求する教育

目標を，満たす こ とが で き一な い ，「柔軟性に とぼ しい 大学の 階層的構造」 の 存在で

あ っ た （5355頁 ）。 そ して ，その 硬 直的な構造 を変革 し，弾 力化す るための 方策 と し

て ，
一
報告書」 は講座制の 廃止，教 員の 任用制の 改革と流動化，学生の 移動の 促進，

教育方法 の 改善．全国的な学力テ ス トの 導入，国立 大学の 独立 法人化．大学管理 の 専

門職業化な どを提案 した 。 これ らの 提案の ほ とん どが ，そ れ か ら 20年余を経た 90年代

に な っ て ，よ うや く具体化の方 向に進み は じめた もの で あ る こ とは ， 改めて 強調する

まで もない だ ろ う 。

47

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

　「規制緩和、が時代の キーワ ー ドと化 した， その 1990年代に な っ て 本格化 した，高

等教育の 硬直的な構造 の 変革をめ ざす
一

連の 政策の 基調 は，単純化 して い えば， シ ス

テ ム の 様 々 な部分 に お け る開放化 と，競争原理 の 導 入に あ っ た とい っ て よ い 。 そ の

「競争と開放」 を基調 と した改革は，まだ進行途上 に ある 。 しか し， そ れ は すで に 高

等教育シ ス テム の 構造 と，大学とい う組織体の 内部に，次の よ うな変化を もた らしっ

つ あ る。

　18歳人口 の 減少局面の 到来と同時に や っ て きた，高等教育の 「右肩上が り。の 成長

の 時代の 終わ りは，設 置基準の 「自由化」 を中心 とした 文部省の 規制緩和政策 と相

ま っ て ， こ れ まで の 入学者選抜を機軸 と した そ れ とは異な る，新 しい タイ プの 競争を

喚起する もの で あ っ た 。 また，バ ブル 崩壊後の 経済不況の 長期化と産業 ・職業構造の

変化 は，長い 間忘れ られて い た就職難や失業問題 をもた らし，若者た ちを中心に実学

志 向ない し職業教育志 向を生 み，競争 に拍車をか け る役割 を果 た した 。

　シ ス テ ム を構成する各高等教育機関に つ い て い えば，短期大学が競争の 敗者で あ る

こ とが明 らか に な っ た 。 総体的に進学者数が 減少す るなか で 4 年制大学が微増，専修

学校が横這 い で あ るの に対 して ，短 期大学の みが大幅な 進学者減にみ まわれて い る 。

入学定員を満たす こ との で きない 短大が，増加して い る こ とはすで に 述 べ た が ， 4 年

制大学へ の 転換を 含めて ，閉校に追い 込 まれ る短大が今後，急増す るこ とが予想 され

て い る。 その 背景に は職業教育志 向，高学歴 志向の 高ま りが あ り，女子 主体で 文科系

の
， しか も地方所在の 小規模私立校が圧倒的に多数を しめ る短大は ， そ う した変化へ

の 対応能力の 不足 を露呈す る形 に な っ た 。 この ままで い けば t 日本の短 期高等教育の

主 流 は，専修学校に よ っ て 占め られ る こ とに な るだ ろ う。

　 4 年制大学問の 競争 も，厳 しさを増 して い る 。 競争は私立大学間で の 学生獲得を 目

的 と した 「新名称 学部 1 の 新設 ブーム に は じまり，そ れが一
巡 した 90年代の 末か ら

は 、滅少の
一
途を た どる進学 者の 獲得を め ざす ，「生 き残 り」 をか けた競争が 展開 さ

れ始め た 。 そ こで は学生達は ， （おそ ら くは は じめて ）教育サ ー ビス の 消費者な い し

顧客 と して ，真剣 に意識 され るよ うに な り，教育の 内容や方法，キ ャ ン パ ス ライフ や

ア メ ニ テ ィ な どに対す る，学生 の 満足 度を い かに 高め るかが ， 大学運営の最重要の課

題 とされ る よ うに な っ た 。

　そ の
．一
方で ， これ まで 理工 系偏在だ っ た大学院進学者が、人文 ・社会系，特に社会

科学系で よ うや く増加の 兆 しを見 せ始め た 。 それ は職業指 向性 の 強い 新 しい タ イ プ

の
，

い わ ゆ る 「社会人」 に 開かれ た
一
専門大学院」 な どの 新設が進ん だ結果で あ り，

い ま検討の 進ん で い る 「法科大学院」 の 設置が具体化すれば，専門大学院の 新増設を
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め ぐる大学間の 競争は， さらに激化するこ とが予想 され る。各大学，さ らには高等教

育 シ ス テ ム全体に占め る大学院教育の 規模 と重要性が ，今後，着実に増 して い くこと

は疑い な い 。 それ は シ ス テ ム 内部で の 新 しい 分化 と階 層化の 進展 を示唆 して い る 。

　「社会人」 とい えば学習の 生涯 化， リカ レ ン ト化 もよ うや く現実化 しは じめ．学 位

や資格の取得 と関わ りの ない 実用的な，職業関連の 短期集中的，長期分散的 ， さ らに

は メデ ィ ア 活用に よ る遠隔型など， フ ル タイ ム の 若者学習者 対象の そ れ と は異な る タ

イプ の 学習機 会に対 す る需要 も，着実に増え は じめた 。 この 未開拓の 市場 に っ い て の

競争 は始ま っ たばか りだ が，大学が，国公私の 別を問わず学生とい う顧客の ， しか も

新 しい タイプ の 顧客の 獲得を めざ して ，
．
経営感覚一を持 ち，磨 くこ とを求め られ 時

代が始ま っ たの である 。

　大学間競争 は さ らに． グ ロ
ーバ ル 化の 進 展とと もに 国際的な ひろが りを も持ち は じ

めて い る 。 教育面で は新 しい 市場 と して ， とくに ア ジ ア 諸国か らの 留学生獲得に 力を

入れ る大学が増え て い るが， この 市場 はア ン グ ロ サ クソ ン系諸国の 大学 との 厳 しい競

争を免れない 。 また成 人学習者を対象 とす るイ ン ターネ ッ トなどメテ ィ ア活用の 、高

度専門職業教育関連 の
一
遠隔教育 1 で も， こ れ ら諸国の 大学 との 競争が始 ま っ て お

り，我が国の 大学は著 しく後れを と っ て い る。

　研究面で の 競争は さ らに 厳 しい 。 先進国 ・途 ヒ国を問わず，激 化する一方 の 先端科

学技術競争の なかで ，大学の 研究機能の水準 向上 は最重要の 政 策課 題 とされ ，「エ ク

セ レ ン ス 」 の 達成 を目的に，特に
一

握 りの 「研究大学」 に対す る入的 ・物的資源 の 重

点的 ・集中的な投入が行われ るよ うに な っ た 。 日本の 政府が ，グ ロ ーバ ル化する経済

競争に 伍 して い く手段 と して，基礎研 究 と研究 大学育成 の重要性に気づ き，大学に対

す る研究資金の 増額 と競争的配 分の 強化，さ らに は研究活性化の た めの 組織改革に 本

格的に乗 り出 した の は ， 90年代，
バ ブル が は じけたあ との こ とで あ る 。 日本は， グ

ロ
ーバ ル化す る先端科学技術競 争，研究大学 間の エ クセ レ ンス競争で も後れを と っ て

きたの で ある 。

　 こ うした
一

連の 競争の 顕在化 と激化に よ っ て ， これ まで の 偏差 値や大 企業就職率に

よる そ れ とは明 らか に異 なる、期待 され る、あるい は現実に 果た して い る機能や役割

に もとつ く新 しい構造が，大学間に形成され つ っ あ る。 OECD の 報告書が指摘 した

「柔軟性に とぼ しい 大学の 階層的構造 」 は，よ うや く変化 の 兆 しを 見せ は じめ た と見

るべ きだろ う 、

　 シ ス テ ム の 構造変動に つ い て は，高校以下の 学校教育シ ス テ ム との 関係 も無視する

こ とが で きな い 。 成立以来の 歴史的時間の なか で ，大学 は長い 間，初等 ・中等教育 と
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は切 り離 され た制度的空間を形成 して きたが ， マ ス 化の 進展はそ うした関係を一
変さ

せ た 。 これ まで なに よ りも入学試験
一入学者選抜の 問題で あ っ た大学 と高校 との 「連

接関係」 が，90年代末に な っ て 「学力問題 」 と して語 られは じめた こ とは ， そ の端的

なあ らわれで ある 。 両者の 間に はすで に 断絶や飛躍は な く，初等 ・
中等教育の 問題は

その まま ， 高等教育の 世界に持ち込 まれ る。 大学は 「学校」 化 し，高等教育は総体 と

して の学校教育 シ ス テム の
一

部に，完全に組み込 まれた 。 それが進学率50％に近づ い

た ， 高等教育の 現実で あ る。

　最後に，生 涯学習シ ス テ ム と高等教育 シ ス テ ム との 関係に もふ れて お くべ きだ ろ

うn 生涯学習社会の 到来は，了0年前後の 時期か らい われ，文部省 は 1988年に生涯学習

局を筆頭局として設置するな ど，生涯教育の 振興に っ とめて きた 。 大 学に つ い て は ，

公開講座の 開設促進や 「社会 人」 の 受け入れ枠の 設定 ・拡充が ， 文部 省の と っ て きた

主要な振興策で あ っ たが，90年代に は い る と，進学率の E昇に よる高等教育の
一
ユ ニ

バ ーサ ル 」 段階へ の 接近や，産業 ・ 職業構造の 変化か ら，成人の学習要求に構造的な

変化が生 じ，そ の受け皿 として ，大学に
一

層の 「開放化」 を求め る圧力が，著しく強

ま っ た 。

　新た に増大 しつ つ あ る生 涯学習需要の 中心 は，職業関連 の 実用的な知識 ・技術の 習

得に あ り， それをどの ような教育機関が ，どの よ うに満たすの かをあ ぐっ て ， 様々 な

模索が始ま っ て い る 。 職業関連の ， とくに 「社会人 」を対 象 と した新 しい タイ プ の 大

学院の 新増設や，短期高等教育機関 として の 専修学校の ，短期大学とは対照的な持続

的発展は，その 一
っ の あ らわれに 他な らな い

。 トロ ウは，高等教育の マ ス 化の 終局点

で ある 「ユ ニ バ ーサ ル 」 段階の 到来を、進学ない し就学の ユ ニ バ ーサ ル化で はな く，

利 用 ・活用の 機会の ユ ニ バ ーサル 化に求めて い る （トロ ウ　2000）。 大学 ・ 高等教育

は，生涯学習と学校教育 とい う 2 っ の シ ス テ ム の ，最重要の 接点と して ，両者の 統合

ない し融合に 中心 的な役割を期待され始めたの で ある 。

4．　 内部組織の 変容

　90年代に進行 しは じあ た シ ス テ ム ・レ ベ ル の そ れ よ りも， おそ らくはさ らに重要 な

変化は ， 組織体と して の 大学内部における変化で あ る。すで に 見たよ うに， トロ ウ は

マ ス 化の 進行が もた らす一連の 変化に つ い て ， 大学 とい う組織内部の そ れ ， すなわち

「カ リキ ュ ラ ム ，管理運営の 形態，教師の キ ャ リア，教授方法一な どの 変化が遅れが

ちで あるこ と，それが なに よ りも 「大学の 管理運営方式」 と 「大学教授 自身の 特性 と

指向性。に み られ る 「保守性」 に起因する もの で あ る こ とを ， 指摘 して い る。 そ して
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確か に我が 国で もこの 2 っ の
　
保守性」 の 故に ，大学の 内部組織の 変容 は，あの 「学

生反乱」 の 時代か ら四半世紀を経て ，よ うや く始ま っ たの で あ る。

　すで に ふ れた よ うに，組織内的変化の 大 きな契機とな っ たの は ， 91年の 大学審答申

「
大学教育の 改善に っ い て 」 で ある 。 こ の 答申は

一
般教育と専門教育，

一
般教育に っ

い て は必 修の 科目 ・単位数 ， さ らに は設 置可能な学部の 名称な どを厳 しく縛 っ て きた

設 置基準の 「大綱化」 と同時に，セ メ ス ター制、 シラ バ ス ， 学生によ る授業評価，

FD ，　 TA な ど，ア メ リカ の 大学 が マ ス 化 へ の 対応の 過 程で 開発 して きた 様 々 な ，教

育の 水準向 ヒに必要 な 「小道具 の 積極的な導入を求め る もの で あ っ た 。 また答 申に

基づ く設置 基準の 改訂 の 際に ，大学は そ れ ぞ れ に ， 自己点検 ・評価の 努力を求め られ

るこ とに な っ た 、

　学部教育の 編成の 大幅な 自由化 は，国立大学の 場合に は ， わずか 4 ， 5 年の 間に生

じた全教養部の 解体 と一
般教育課程の 消滅， 私立大学の 場合に は

一
新名称学部」 すな

わ ち情報 ・国際 ・環境 ・総合 ・人間 ・文化 などの 文字を組み 合わ せ た 「四文字 ・ 六 文

字学部」 の 急増を もた らした。 教育の 「小道具　の 導入 も， 文部省の 調査結果などを

見る限り，急速に 進ん で い る 。 しか し，マ ス 化の 進行が避けが た く求め る こ う した教

育面で の 改革が ，ど こ まで 実質的に 定着 し，こ れまで 低調とされ て きた教育の 活性化

・水準向上をもた らしたかに つ い て は ， 関係者の 間で も疑問視す る声が 強い
。 98年の

大学審答申 「21世紀の 大学像 と今後の 改革方策に つ い て 」 は，そ う した疑念 を裏づ け

る もの と読む こ ともで きる。

　改革の 浸透を妨 げて い る主要 な要因は，なに よ りも 「保守的」 な 「大 学教授 自身の

特性 と指向性」 に あ ると見て よい
。 我が国の 大学教員が 国際的に 見て も

「
研究 偏重 」

で ， 教育軽視の 傾向性が 強 い こ とは よ く知 られて い る （有本 ・江原 　1996）、， ア メ リ

カ的な 「小道 具 」 を形 の 上で 導入 して も，そ れ を生み 出 し， 効果 あ ら しめ て きた大学

教育や大学教員の エ
ー トス まで ， 輸入する こ とはで きな い

。 大学教員の 意識や エ
ー

ト

ス の 変化 を伴 わ ない 限 り，半世紀前の 「第 1次の ア メ リカナ イゼ ー シ ョ ン 」 と同 じ過

程が繰 り返 され る危険性 は ， 依然 と して 残 され て い る 。

　教育面で の 改革に つ い て は，それが進行中の 19世紀的な学問体系の 変容 ・解体 とも

深 く関わ っ て い る こ とを，強調 して おか なけ れば は な らな い
。

「新名称学部 1 の 族生

は，その
一

っ の 表出形態に す ぎず，伝統的な 名称を もつ 諸学部の 内部で も，学科や講

座 名称 の 変 更が急速に 進ん で い る 。

一
教授

一
講座 の ， い わ ゆ る

一
小講座 」 の 再編 ・統

合に よ る 「大講座．の 般 化は，その端的なあ らわれ で あ り，変化は さ らに教育研究

組織の 変革，と りわけ教育 と研究の 組織分離に まで ，及び つ つ あ る 、，
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　1970年代、筑波大学に 代表 される 「新構想大学」 の 設立計画が うちだ され た とき，

最大の争点 とな っ たの は，管理運営体制 と並んで ，教育研究組織の 分離の 問題 で あ っ

た 。 明治 以 来，日本の 大学 は教員と学生が同
一

組織に所属 し， 教育 と研究が不可分の

関係に立 つ 講座 ・ 学科 ・ 学部制を，教育研究の組織原理 と して きた 。 ア メ リカの 大学

に な ら っ て ，教育 と研 究の 組織を分け，講座や学部を置か ずに 「学群 ・学系」 制を と

る 「新構想 」 の 筑波大学が，その 良 き伝統 を破壊する もの として ， 大学関係者 ， と り

わけ研究を重視する教員の 強い 反発を買っ た こ とは，周知の 通 りで ある 。 それか ら四

半世 紀を経 たい ま，時代の 流 れが教育 ・研究組織の 分離の 方向に あ るこ とは，いわ ゆ

る
一
独立 大学院」 の 相次 ぐ設 置や，教員 と学生の 所属組織を分 け，「研究院」 と呼ぶ

独自の 教員所属組織の 設置を決め た，九州大学の 例に 象徴的に示 されて い る 。

　か っ て 教育 ・研究組 織の 分 離が厳 しい 批判の 対象 と された の は，講座 ・学部制が 日

本の 大学に お ける 自治，す なわ ち 「教授会 自治」 と不可分の もの と見なされて きたた

めで あ る 。 学問体系に 対応 して 設置 されて きた講座 ・ 学部 は，教育研究の 基礎単位で

あり， 教員 ・学生の 所属組織で あ るだ けで な く，と くに 国立 大学の 場合に は，教員人

事 ， 学生 ・教員定員 ， 予算の 積算 ・配分など ， 管理運営の 基本単位と して の 役割を果

た して きた 。 そ れを解体す るこ とは教授会自治の 変質 ， な い し崩壊を意味する もの で

あり，そ こ に批判の 最大の理 由が あ っ た 。 90年代に進 行 しは じめたの は，そ うした，

それ まで
一

体化 して い た 「管理運営」 と 「教育研究」， 言い 換えれ ば 「経営」 と 「教

学一の 分離で ある 。 それ は ， 戦後の 新制度発足以来の 懸案事項 とされ て きた，大学の

管理運営制度の 整備 ・改革が，よ うや く具体的に俎 上に の ぼ りは じめた こ とを意 味 し

て い る 。

　マ ス 化は大学数の 増加だけで な く， 大学そ れ 自体の 規模拡大と多機能化を伴 っ て進

行する 。 カ リフ ォ ル ニ ア 大学の 総長で あ っ た クラーク ・カーは T それ を大学の 「マ ル

チ バ ー シ テ ィ ー化 と呼ん だ が （1962）， そ う した多機能 化 と組織の 巨大化 ・複雑化

は，管理 運 営体制の 問題を提起せ ず にはおかない 。 そ の 「問題提起」 が ， 早 くか ら

「企業体」 的性格を持 っ て きた ア メ リカ に くらべ て ，教授会 自治を基礎 に運 営 され て

きた 日本や ヨ ー
ロ ッ パ の 大学にお い て ， よ り強い 衝撃を伴 うもの で ある こ とは ， 言 う

まで もあ るまい
。 そ して 日本の 大学は急激な マ ス 化の進展に も， また 70年前後の

一
学

生反乱」 期の 厳 しい 問い かけに も関わ らず，その 「問題 提起 」 に 正面か ら取 り組む こ

とを，避けて きたの で ある 。

　講座 ・ 学部制をとらない 「新構想 、 の 筑波大学の 設置 （1973）は ， こ の 問題 に対 し

て 文部省が 提示 した
一

っ の 答えで あ っ た 。 学部 も学部教授会 もおかず，人事か ら予算
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配分まで ，学長と 5 人の 副学長を中心 と した執行部が，集中的に管理運営の 機能を担

う，こ の ア メ リカ ・モ デルの ［新構想大学．の 出現は ， 教授会自治 ・部局自治に慣れ

た 大学，と くに 国立大学の 関係者に と っ て 友きな衝撃で あり，強い 反発を生ん だ 。 し

か し， マ ス化 ・
マ ルチ バ ー

シテ ィ化の 進i行は，その 国立大学の 間に も否応な く，部局

を越え た，大学全体 として の 意志決定 の 必 要性 に対す る認識 の 高ま りを もた らした 。

90年代に 入る頃か ら，学長や執行部の 決定権限の 強化を避 けが た い もの とする認識

が ，教授 会構成員の 間 に 広が っ た だけで な く，最 も教授会自治 の 強い 国立大学で も，

副学長の 制度化や学長裁量の 特別予算枠の 設定などが，強い 抵抗な しに実施されて い

る 。 い ま，さ らに その 先に，国立大学の 「独立行政法人」 化が 構想 されて い る こ と

は，周知の 通 りで あ る。

一
世紀余に わた っ て 堅持 されて きた 大学の 内部組織は，根底

的な 変革の 時を迎え て い ると見 るべ きだ ろ う。

5．　 「評価の 時代」 の 到来

　90年代に始まる規制緩和 と競争の 奨励に っ い て は ， そ れが 「評価」 の 重視 と不可分

の 関係にあ る こ とを，指摘 して おかねば な らない 。 91年の 設置基 準の 大綱化が，それ

と引 き替え に，そ れぞれの 大学に 自己点検 ・評価を義務づ け る もの で あ っ た こ とは す

で に述 べ た L それ は法規や行政指導 に よる 1ハ ー ドな規制」 が，評価によ る 「ソ フ ト

な規制」 に よ っ て 置 き換え られ始めた こ とを 示唆 して い る一実際に評価の シ ス テ ム

が，大学 ・高等教育の 様々 な 部分に 顕在的 ・潜在的に組み 込 まれ は じめて お り， しか

も評価は当初の 教育研究の 活性化だ けで な く，諸 資源，と くに資金 の 配分 とい う もう

一
つ の 目的 とも結びっ け られ，重要性を増 しは じめて い る 。

　91年の 設 置基準 の 大綱化が各大学に求 め たの は ，具体 的 に は 「教育研究活動 等の 状

況に つ い て 自ら点検及び評価を行い ，その 結果を公表する」 こ と，及 びその 点検 ・評

価の 結果に つ い て 「当該大学の 職員以 外の 者に よ る検討を行 うよ う努め る」 こ とで

あ っ た 。 こ れに よ り，多 くの 大学， と くに 国立 大学 が 自己点検 ・評価を実施 し，報告

書を作成 して 公表するよ うにな り， さ らに外部者に よる 「外部評価 」 を受 ける大学 ・

学部 も増加 した 。 こ の 作業に 伴 っ て 、教員の 業績評価や 学生に よ る授業評価を実施す

る大学が現 れは じめ たこ とも，指摘 して お くべ きだ ろ う。 こ う した評 価の 目的は，な

に よ りも教育研究の 活性化や水準向上にむけ た，自主的 ・自発的な努力を喚起する こ

とに その 目的が あ る とい う点で ，大学基準協会が進め て きた 「基準判定」 （accredi −

tation ）の た め の 評価 と，共通 して い る 。 98年の 大学審の 「21世紀の 大学像」 答申

が ，大学の 自主性 に 委ね られ て い た外部評価の 制度 化の ため に，「透 明性 の 高 い 第三

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 53
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者評価」 を実施する 「大学共同利用機関」 の設置を提言 し， それに もとつ いて 2000年

に 「大学評価 ・学位授与機構」 が設立 され たの も，基本的に は 同 じね らい か らで あ

る。

　他方，資源，とりわ け公的資金の 配分 と結び っ い た評価は， これ まで も っ ぱ ら文部

省の 科学研究 費に 代表 され る，研 究費の 配 分過 程で 実施され て きた 。 評価されるの は

個 々 の 研究者 で あ り， 評価者は同 じ研究者仲間 （peer ）で ある とい うの が ， この 種

の 評 価の 特徴で あ る 。 こ うした個人べ 一
ス の ，顕在的な評価の ほか に ， 文部省が個 々

の 大学，っ ま り組織に対 して 隠 された形で の ，資金配 分と結び つ い た評価を開始 しt

強化 しは じめ たの も，90年代の 重要な変化で ある。 国立大学に つ い て い えば ， 教員や

学生を基礎単位 とする 「積算校費」 以 外の ，教育研究活動の 水準を表す と考え られ る

様々 な （隠 され た）基準に よ っ て ，大学間で 不平等に ， 重点的に配分される予算額が

年々 増加 して い る こ とが ，知 られ て い る。 また私立大学の 場合に も， 国に よ る経常費

補助金 に 占め る，評価に もとつ く 「メ リ ッ ト配分」 の 額が年々 増加し， 全体の 30％ 近

くに 達 して い る。

　こ の よ うに 大学間，教員 ・研究者間の 競争 こ そ が ， 教育研究の 活性化 と水準向上の

最 重要の 手段で あ るとす る認識が ，経済界 を中心 に 大学の 外部で 高まるなか で ，個人

と組織 とを問わず，評価を資源 配分 と結び つ け よ うとす る動 きは ， 強まる
一
方で あ

り，大学の 外部だ けで な く内部に も，そ れ を支持す る声が 力を増 して い る 。 98年の

「21世紀の 大学像」 答申は，「第三者機関」 に よ る評価を予算配分 と関連づ ける こ とに

っ い て は ，
「参考資料の

一
部 として 活用 され るこ とが考え られ る」 と，控え めな表現

を と っ て い た 。 しか し最近の 「国立大学法人」 構想な どを見る と， 組織に対する評価

と資金配分の結合が t 関係者の 間で 当然視され は じめ て い るこ とが うかが われ る 。 90

年代に幕を開けた 「評価の 時代」 は い ま， 新 しい段階を迎え っ つ ある とい っ て よい だ

ろ う。

　こ う した一連の 構造変動に っ い て ，最後に それが，大学教員とい う専門的職業の 変

質 と再定 義の 過程 の は じま りを意 味す る もの で あ るこ とを ， 指摘 して お くべ きだ ろ

う。 19世紀末の ，最初の 近代大学として の 帝国大学の 発足 以来， 日本の 大学 は教員に

よ る 自治を理想 と し， そ の実現をあ ざして きた 。 第 2次大戦後の 新 しい 大学制度 は，

旧制 ・新制を問わず ， すべ て の 大学 に教授会 自治 を認 める もの で あ っ た 。 国公立大学

は 言 うまで もな く，理事会を置き，経営 と教学が組織的に分離 して い るはずの 私立大

学で も，教授会構成員によ っ て選出された学長が理事長を兼ね，理 事の 多数を教員が

占め る大学が少な くない
。 大学は基 本的に教員の 共同体、教員に よ る 自治体 としての
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性格を堅持 し， 教員 は自らの 責任に お い て 教育研究だけで な く， 管理運営や経営にあ

た っ て きた の で ある。

　 ヘ ル ム
ー

ト・シ ェ ル ス キー （1963）は，「孤独 と自由」 とい う言葉で ，そ う した近

代大学を特徴づ けたが，現代大学は教員や学生が その なかで 孤独に ， また 自由に知を

探求する，閉ざ され た共同体で は あり得な くな っ て い る 。 現代大学に求め られて い る

の は 1開放 と交流」 で あ り，知 の 共 同体 と して の 大学 は，知の 経 営体 ない しは企業体

へ の 変身を 求め られて い るの で あ る 。 学生 ， とい うよ り学習者 は知 の探求者で はな

く，
「知の 顧客」 と して あ らわれ ，教員は教育 ・研 究 ・管理運 営 とい う， これ まで

一

体化 して い た役割の 分化ない し分業化を求め られ，また社会貢献 ・サ ービス を重要な

役割の
一

っ に加 え る こ とを，期待され るよ うに な っ た 。
「説明責任」 （accountabil −

ity） は， 90年代に高等教育の 世界に あ らわ れ た新しい 概念 の 一
っ だが，それ は大学

とい う組織体だ け で な く専門職業人 と して の 個 々 の 教員が ， 自らの 活動の 内容を 外部

社会に向けて説明 し，批判的検 討の 目に さ らす こ とを求め られ は じめた こ とを，意味

して い る 。 言い 換れば，大学だ けで な く教 員自身が避けが た く， 評価の 対象とされ，

絶え間ない 競争の なかに身をおか ざるを得 な くな っ たの で あ る （天野　200D 。

　一
っ の 経 営体 ・企業 体 と して 自立 的で主 体的な選択 と決定，さ らに は説明責任を求

め られ るほ ど，大学は個々 の 教員や学部 ・ 部局教授会の意志を越えた ，
「大学 として

の 」 意志 を持ち決定 を下す こ とを求め られ る 。 マ ルチ バ ーシ テ ィ化 した 現代 大学に必

要 と されて い る の は ，
「教授会 ・部局 1 自治を越えた 「大学」 自治 の 確立で あ り，そ

れ は 大学教 員とい う職業の 再検討 ・再定義な しに は望 みが たい （天野　2001）。 90年

代の 高等教育の 変動は，おそ ら くは最も重 い 問い を，教育 ・研究者で あるわれわれ 自

身 に投げか けて い ると，見るべ きだ ろ う 。
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Structural Changes in Japanese Higher Education in the 1990s

                                                      AMANO,  Ikuo
                              (Center for National IuTniversitv Finance)

                  2-1-2 Hitotsubashi,  Chiyoda-ku,  Tokyo, 101 OOO3 Japan

In the 1990s, Japanese  higher education  underwent  the largest str'uctural

changes  since  the  1940s, when  it was  forced to  carry  out  drastic reform

under  the American  occupation.  Jn spite  of  the post-war  refomns  mode]ed

after  the US,  Japanese higher education  maintained  its traditionally  rigid,

uniform,  and  hierarchical structure  for more  than  half a  century.  In the

beginning of  the 1970s, there was  a  rnajor  rise  in the movement  to reform

higher education,  with  the aim  to shake  and  change  its long established

struct･ure.  IIowever,  because  of  the  strong  resistance  from  universities  and

prc)fessors, the )i'Iinistry of  Education failed to carry  out  its reforrn  plan.

     At the end  of  1980s,there was  anether  big $urge  in the  moveinent

to reform  Japanese  higher education,  And  this time, the  universities  and

professors criticized  as  conservative  for a  long tirne, started  positively to

ta¢ kle the difficult tasks.

     Behind  these changing  attitudes,  we  can  point to several  important

factors compelling  reform.  First, there were  three international 
"mega-

trends":  i.e, (1) massification.  (2,) marketization,  and  d13) globalization.

Secondly, there  were  three nationai  factors: (1,) demographic,  i12) economic,

and(3)polie.v-related  factors.

     Under  the  pressure  of  these  forees and  quickened  b.y the  policies of

the Education Ministr.v based on  reports  of  the University Council,
reforms  and  changes  were  earried  out.  ranging  from  the  structure  of  the

total  system  to the inside of  t,he individual universities,  Reforms  at  the

institutional level started  from  undergraduate  education,  and  various

"teols"
 (ieN,e'loped  blr, Arnerican universities  to irriprove education  for

massified  students  were  introduced.

     Nearing  the end  of  the 1990s, the universities  began  to be asked  to

drastically change  their  organizational  structure,  including  the  traditional

chair-faculty  systern.  This s.vsteni,  modeled  after  the Gerinan university,

had  long  been eonsidered  the  st,rorighold  ef  aeademic'  freedom  and

autonorny  b.y Japanese  professors. The  struetural  ehanges  in Japanese

higher education  wi]1  reach  their final phase when  the universities  succeed

in obtaining  professorsi  approval  to replace  the  long estahlished  chair-

faculty sy, stein  with  the American  departrnent-colleg'e syste[n,  and  in

creating  new  independent  adrninistration  systems.
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